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研究成果の概要（和文）：アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策の相互関係について、(1)持続
可能成長率と新事業創造の観点、(2)企業のライフサイクルの観点、(3)企業経営の目的と統合報告書の観点、か
ら分析した。この結果、(1)持続可能成長率と新事業創造の観点からの分析によって、アメーバ経営における経
営理念と投資行動と財務政策が相互に関係していることを示唆することができた。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the interrelationship between management philosophy,
 investment behavior, and financial policy in amoeba management from the perspectives of (1) 
sustainable growth rate and new business creation, (2) corporate life cycle, and (3) objectives of 
corporations and integrated report.  As a result, from the perspective of (1) sustainable growth 
rate and new business creation, it suggests that management philosophy, investment behavior, and 
financial policy in amoeba management are interrelated.

研究分野：経営財務
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　研究成果の学術的意義は、アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策の相互関係について、(1)持
続可能成長率と新事業創造の観点、(2)企業のライフサイクルの観点、(3)企業経営の目的と統合報告書の観点、
という３つの独自の視点から分析したことである。また研究成果の社会的意義は、欧米流の株主価値最大化の経
営の限界が指摘される中、そのアンチテーゼともいえる日本の成功事例を紹介したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

アメーバ経営は、京セラ創業者の稲盛和夫氏によって考案された経営手法で、会社を機能ごと
に 5～50 人程度で構成される小規模部門別採算組織（アメーバ）に分けて、アメーバ間の取引価
格に市場環境の変化を反映させ、すべての組織構成員が経営に参画するプロセスである。高収益
の成果が得られるため、2018 年６月末時点で、京セラのほか日本航空（ＪＡＬ）やＫＤＤＩな
ど 768 社もの企業に導入されている。 
アメーバ経営の特長は、アメーバ管理会計システムとそのシステムを支えるフィロソフィと

呼ばれる経営哲学にある。このため、学術的には、管理会計学と経営哲学のふたつの異なる分野
でこれまで盛んに研究が蓄積されてきたが、両者を総合的にまとめたものはなかった。その理由
のひとつは、欧米流の経営学では、管理会計と経営哲学を相互に独立した別々のものと認識する
ためである。 
この認識の違いを克服するため、研究代表者である武田ら（Takeda & Boyns, 2014)は、西洋

と日本における経営や経営学のアプローチの違いを紹介している。すなわち、財務（ファイナン
ス・会計）と経営哲学は別々に独立したものと認識するので財務だけを分析する西洋のアナリテ
ィック（分析）アプローチに対して、財務と経営哲学は不可分で一体のものと認識する日本のホ
リスティック（全体論的）アプローチとの違いである。また先行研究で使われてきた西洋哲学の
概念ではなく、東洋の徳の概念を紹介して分析している点が、この論文の新たな貢献である。 
その後、アメーバ経営の特質を解明するために、初めて、コーポレートファイナンスの視点か

らアメーバ経営の研究を進め、アメーバ経営の資金調達の中には、伝統的なコーポレートファイ
ナンス理論ではうまく説明できない事例があるという、重要な知見が得られた。またアメーバ経
営の投資意思決定とコーポレートファイナンス理論との整合性は、まだ十分に明らかになって
いないことがわかった。 
このように、アメーバ経営の企業活動（投資行動や財務政策）には、伝統的なコーポレートフ

ァイナンス理論ではうまく説明できない事例がある。 
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２．研究の目的 

本研究の目的は、これまであまり研究されていない、投資行動と財務政策と経営理念の、それ
ぞれの相互関係を研究することによって、このような事例を説明することである。これにより、
アメーバ経営の特質を総合的に明らかにし、企業の持続的成長を実現するための新たな知見と
事例を、経営学の領域に提供する。 
具体的には次の３つのテーマについて研究する。 

(1) 投資行動（事業投資や M&A）と財務政策（資金調達やペイアウト）の相互関係  
(2) 経営理念と投資行動 （事業投資や M&A）の相互関係 
(3) 経営理念と財務政策 （資金調達やペイアウト） の相互関係 
 
３．研究の方法 

まず、先行研究調査として、経営理念と投資行動と財務政策およびアメーバ経営関連領域にお
ける文献調査を行う。そして、(1)投資行動（事業投資や M&A）と財務政策（資金調達やペイアウ
ト）の相互関係、(2)経営理念と投資行動（事業投資や M&A）の相互関係、(3)経営理念と財務政
策（資金調達やペイアウト）の相互関係、のそれぞれのテーマについて論点を整理する。 
次に、アメーバ経営の事例研究として、(1)投資行動と財務政策の相互関係、(2)経営理念と投

資行動の相互関係、(3)経営理念と財務政策の相互関係、のそれぞれのテーマについて、京セラ
などアメーバ経営を導入している企業の分析を行う。 
最後に、分析結果や考察をもとに論文を執筆し、発表する。 

 
４．研究成果 
まず、アメーバ経営における「経営理念と投資行動と財務政策の相互関係」の研究を行い、論

文「経営と会計とファイナンス」では、以下の成果を得た。第一に、経営と会計とファイナンス
の関係について、持続可能成長率と新事業創造の観点から分析した。第二に、アメーバ経営の事
例研究として、京セラにおける経営と会計とファイナンスの実践について分析し、京セラの会計
原則は持続可能成長率の構成要素に対応していること、このため会計原則は会計にとどまらず、
経営とファイナンスに影響を与えていること、京セラの財務政策による内部資金によって新事
業創造が可能になったことがわかった。また京セラが主導した第二電電の創業は新事業創造に
あたり、これが京セラの持続的成長を後押しした可能性を示した。 



別言すれば、「経営理念と財務政策の相互関係」については、経営理念（会計原則）は財務政
策に影響を及ぼしており、その財務政策によって新事業創造が可能になり、これが京セラの持続
的成長を後押しした可能性を示した。 
このように、経営と会計とファイナンスの関係について、持続可能成長率と新事業創造の観点

から分析したことは、独自の視点による分析であり、意義がある。また、この方法によって、ア
メーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策が相互に関係していることを示唆した点は
重要である。 
また論文「Connecting Indigenous, Eastern and Western Perspectives on Management」で

は、日本と東洋と西洋の経営観の融合という新しい観点からアメーバ経営の分析を試みており、
アメーバ経営における経営理念の本質を研究するうえで、意義がある。 
次に、アメーバ経営における「投資行動と財務政策の相互関係」の研究を行い、論文「企業の

ライフサイクルと経営」では、以下の成果を得た。第一に、市場のライフサイクルと企業のライ
フサイクルに関する理論の論点を整理し、投資行動と財務政策の相互関係について企業のライ
フサイクルの観点から分析した。第二に、アメーバ経営の事例研究として、京セラの経営を企業
のライフサイクルの観点から分析した。この結果、京セラは、1980 年代以降、企業のライフサ
イクルの成熟期に分類され、期によって、成熟期から成長期や変革期に１期のみ移行しているこ
とがわかった。 
このように、投資行動と財務政策の相互関係について、企業のライフサイクルの観点から分析

したことは、独自の視点による分析であり、意義がある。また、この方法は、アメーバ経営にお
ける投資行動と財務政策の相互関係にとどまらず、他の企業の分析にも応用できる点は重要で
ある。 
また論文「経営思想と投資行動」では、日本企業の経営思想として兵学について考察し、兵学

は戦時に限らず平時における組織運営の思想で、利を肯定し積極的な経済政策を説いているこ
と、このため、稲盛経営 12 ヵ条にみられる京セラの経営思想は兵学と関連がある可能性がある
ことがわかった。このように、日本企業の経営思想として兵学について分析することは新しい試
みであり、アメーバ経営における経営理念の本質を研究するうえで、意義がある。 
第三に、アメーバ経営における「経営理念と投資行動と財務政策の相互関係」の研究を行い、

論文「企業経営の目的と統合報告書」では、以下の成果を得た。第一に、経営理念と関係が深い、
企業経営の目的に関する論点を簡潔に整理した。具体的には、株主価値最大化説と、近年の学界
や実業界に大きな反響を及ぼしている、オックスフォード大学経営大学院のコリン・メイヤー教
授の主張を採り上げた。第二に、経営理念と投資行動と財務政策の相互関係と関連が深い、統合
報告書のガイドラインについて分析した。具体的には、国際統合報告フレームワーク、価値協創
ガイダンス、GRI スタンダード、SASB スタンダードについて分析した。第三に、アメーバ経営の
事例研究として京セラの統合報告書を分析し、その特徴を明らかにした。 
このように、アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策の相互関係について、企業

経営の目的や統合報告書の観点から分析したことは、独自の視点による分析であり、意義がある。
また、この方法は、アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策の相互関係にとどまら
ず、他の企業の分析にも応用できる点は重要である。この方法によって、今後、経営理念と投資
行動と財務政策の相互関係の視点から、アメーバ経営をしている企業と、アメーバ経営をしてい
ない企業とを比較することによって、アメーバ経営の本質を追究できる可能性があるので、意義
がある。 
第四に、アメーバ経営における「経営理念と投資行動の相互関係」の研究を行い、論文「経営

理念と投資行動」では、以下の成果を得た。第一に、現代の企業活動の前提となってきているカ
ーボンニュートラルに向けた活動の背景について、「持続可能な開発」と「プラネタリー・バウ
ンダリー」の概念から説明した。第二に、アメーバ経営の事例研究として、京セラの太陽光発電
事業を巡る経営理念と投資行動の相互関係について考察した。 
以上をまとめると、繰り返しになるが、アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策

の相互関係について、(1)持続可能成長率と新事業創造の観点、(2)企業のライフサイクルの観点、
(3)企業経営の目的と統合報告書の観点、から分析したことは、独自の視点による分析であり、
学術的意義がある。中でも、(1)持続可能成長率と新事業創造の観点からの分析によって、アメ
ーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策が相互に関係していることを示唆した点は重
要である。 
また、これらの方法は、アメーバ経営における経営理念と投資行動と財務政策の相互関係にと

どまらず、他の企業の分析にも応用できる点は重要である。 
研究成果の社会的意義は、欧米流の株主価値最大化の経営の限界が指摘される中、そのアンチ

テーゼともいえる日本の成功事例を紹介したことである。 
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